
    (単位：百万円、％) 

令和８年度

当初予算額 当初予算額 最終予算額 当初予算比 最終予算比

A B C (A-B)/B (A-C)/C

 法人県民税 10,275 9,595 9,767 7.1 5.2 

 法人事業税 165,875 152,534 154,626 8.7 7.3 

176,150 162,129 164,393 8.6 7.2 

 個人県民税 149,040 143,683 144,584 3.7 3.1 

内  均等割・所得割 124,632 119,399 121,936 4.4 2.2 

 配当割 8,561 9,227 8,890 △ 7.2 △ 3.7 

訳  株式等譲渡所得割 15,847 15,057 13,758 5.2 15.2 

 利子割県民税 2,487 505 2,238 392.5 11.1 

 個人事業税 6,747 6,750 6,633 △ 0.0 1.7 

 地方消費税 117,915 110,686 111,229 6.5 6.0 

内  譲渡割 91,304 87,189 85,442 4.7 6.9 

訳  貨物割 26,611 23,497 25,787 13.3 3.2 

 不動産取得税 12,137 11,371 11,825 6.7 2.6 

 県たばこ税 4,105 4,079 4,020 0.6 2.1 

 ゴルフ場利用税 2,577 2,386 2,512 8.0 2.6 

 軽油引取税 18,963 36,528 36,722 △ 48.1 △ 48.4 

 自動車税 50,602 56,607 56,568 △ 10.6 △ 10.5 

内 環境性能割 0 5,355 5,445 皆減 皆減

訳 種別割 50,602 51,252 51,123 △ 1.3 △ 1.0 

 鉱区税 4 3 3 33.3 33.3 

 核燃料税 1,240 1,240 1,240 0.0 0.0 

 狩猟税 33 33 33 0.0 0.0 

365,850 373,871 377,607 △ 2.1 △ 3.1 

542,000 536,000 542,000 1.1 0.0 
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令和８年度　県税収入当初予算額の状況

  令和８年度の県税収入については、国の経済見通しや地方財政計画における都道府県税収入見込
み、税制改正の影響などを考慮しながら、最近までの課税実績及び収入状況を基礎として算定し
た。
　この結果、県税収入については、軽油引取税の当分の間税率の廃止や自動車税環境性能割の廃止
により減少が見込まれるものの、法人二税が企業収益の伸びにより増加が見込まれることなどか
ら、全体としては、前年度最終予算額と同額の5,420億円を見込んだ。

令和７年度 前年度対比(伸率)
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